
議案第８号 

 

新座市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

新座市介護保険条例（平成１２年新座市条例第１７号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  

（保険料率） 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる第

１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第

１２３号。以下「法」という。）第９条第１

号に規定する者をいう。以下同じ。）の区分 

に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 

⑴ 令第３９条第１項第１号に掲げる者 

３２，０７６円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 

３８，４９１円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 

４４，９０６円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 

５７，７３６円 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 

６４，１５２円 

⑹ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

７３，７７４円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下この条、附則第５条及

び附則第８条第１項において「合計所得

金額」という。）（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１

項、第３５条第１項、第３５条の２第１

項、第３５条の３第１項又は第３６条の

規定の適用がある場合には、当該合計所

（保険料率） 

第３条 平成３０年度から令和２年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第９条第

１号に規定する者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

⑴ 令第３９条第１項第１号に掲げる者 

２９，１０６円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 

３４，９２７円 

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 

４０，７４８円 

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 

５２，３９０円 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 

５８，２１２円 

⑹ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

６６，９４３円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年 

法律第２２６号）第２９２条第１項第 

１３号に規定する合計所得金額（租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第 

３３条の４第１項若しくは第２項、第 

３４条第１項、第３４条の２第１項、第

３４条の３第１項、第３５条第１項、第

３５条の２第１項又は第３６条の規定の

適用がある場合には、当該合計所得金額

から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額）をいう。以



得金額から令第２２条の２第２項に規定

する特別控除額を控除して得た額とし、 

当該合計所得金額が零を下回る場合には、 

零とする。以下この条において同じ。） 

が１２０万円未満である者であり、かつ、 

前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）第６条第２項に規定する 

要保護者をいう。以下同じ。）であって、 

その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を 

除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、 

第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又

は第１３号イに該当する者を除く。） 

⑺ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

８０，１９０円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上２１０

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第

１２号イ又は第１３号イに該当する者を

除く。） 

⑻ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

８６，６０５円 

ア 合計所得金額が２１０万円以上３２０

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又

は第１３号イに該当する者を除く。） 

⑼ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

９６，２２８円 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ

下この条において同じ。）が１２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

 

 

 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）第６条第２項に規定する 

要保護者をいう。以下同じ。）であって、 

その者が課される保険料額についてこの

号の区分による額を適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を 

除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、 

第１０号イ又は第１１号イに該当する者

を除く。） 

⑺ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

７２，７６５円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上２００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第９号イ、第１０号イ又は第１１号イに

該当する者を除く。） 

 

⑻ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

７８，５８６円 

ア 合計所得金額が２００万円以上３００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第 1 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第１０号イ又は第１１号イに該当する者

を除く。） 

⑼ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

８７，３１８円 

ア 合計所得金額が３００万円以上４００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ

又は第１１号イに該当する者を除く。） 



に該当する者を除く。） 

⑽ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

１０５，８５０円 

ア 合計所得金額が４００万円以上５００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、 

第１２号イ又は第１３号イに該当する者

を除く。） 

⑾ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

１０９，０５８円 

ア 合計所得金額が５００万円以上７００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ

又は第１３号イに該当する者を除く。） 

⑿ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  

１４１，１３４円 

ア ［略］ 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）又は次号

イに該当する者を除く。） 

⒀ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  

１５３，９６４円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上 

１，５００万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）に該当す

る者を除く。） 

⒁ 前 各 号 の い ず れ に も 該 当 し な い 者 

１６０，３８０円 

 

附 則 

（平成３０年度から令和２年度までの各年度

における保険料率の特例） 

第６条 ［略］ 

 

 

⑽ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

９６，０４９円 

ア 合計所得金額が４００万円以上７００

万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）又は次号

イに該当する者を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑾ 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

１２５，１５５円 

ア ［略］ 

イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（⑴に係る部分を除く。）に該当す

る者を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑿ 前 各 号 の い ず れ に も 該 当 し な い 者 

１３６，７９８円 

 

附 則 

（平成３０年度から令和２年度までの各年度

における保険料率の特例） 

第６条 ［略］ 
 



（令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率の特例） 

第７条 令和３年度から令和５年度までの各年

度における保険料率は、第３条の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 令第３９条第１項第１号に掲げる者 

１９，２４５円 

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 

３２，０７６円 

  

（令和３年度から令和５年度までの保険料率

の算定に関する基準の特例） 

第８条 第１号被保険者のうち、令和２年の合 

計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第 

３３号）第２８条第１項に規定する給与所得

又は同法第３５条第３項に規定する公的年金

等に係る所得が含まれている者の令和３年度 

における保険料率の算定についての第３条 

（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、 

第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア及び第

１３号アに係る部分に限る。）の規定の適用

については、同条第６号ア中「租税特別措置

法」とあるのは、「所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与

所得及び同法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得の合計額については、同法

第２８条第２項の規定によって計算した金額

及び同法第３５条第２項第１号の規定によっ

て計算した金額の合計額から１０万円を控除

して得た額（当該額が零を下回る場合には、

零とする。）によるものとし、租税特別措置

法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料

率の算定について準用する。この場合におい

て、同項中「令和２年」とあるのは、「令和

３年」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険

料率の算定について準用する。この場合にお

いて、同項中「令和２年」とあるのは、「令

和４年」と読み替えるものとする。 

 

（平成１２年度における納期の特例） 
第９条 ［略］ 

 

（平成１３年度における普通徴収に係る納期

に納付すべき額の特例） 
第１０条 ［略］ 

 
（平成１２年度における賦課期日後において

第１号被保険者の資格取得、喪失等があった

場合の特例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（平成１２年度における納期の特例） 

第７条 ［略］ 
 

（平成１３年度における普通徴収に係る納期

に納付すべき額の特例） 
第８条 ［略］ 

 
（平成１２年度における賦課期日後において

第１号被保険者の資格取得、喪失等があった

場合の特例） 



第１１条 ［略］ 
 

（平成１３年度における賦課期日後において

第１号被保険者の資格取得、喪失等があった

場合の特例） 
第１２条 ［略］ 

 
（延滞金の割合の特例） 

第１３条 ［略］ 
 
（新座市老人の医療費の支給に関する条例の

一部改正） 
第１４条 ［略］ 

 
（新予防給付の施行期日） 

第１５条 ［略］ 

第９条 ［略］ 
 

（平成１３年度における賦課期日後において

第１号被保険者の資格取得、喪失等があった

場合の特例） 
第１０条 ［略］ 

 
（延滞金の割合の特例） 

第１１条 ［略］ 
 
（新座市老人の医療費の支給に関する条例の

一部改正） 
第１２条 ［略］ 

 
（新予防給付の施行期日） 

第１３条 ［略］ 

  

附 則 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の新座市介護保険条例の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、令和２年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 

  令和３年２月２２日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

介護保険料の保険料率を改定するとともに、介護保険法施行令の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を図りたいので、この案を提出するものである。 


